






 

 遺伝相談が医療ならびに衛生行政に新らしい領野として導入されることにな

り,日本家族計画協会が厚生省の補助金を受け,遺伝相談センターを発足させた。

従来ボランタリーのサービスとしての遺伝相談がこゝで医療の一分野として相

談業務が開始され,一方現在の医学教育に欠除しているカウンセラーの研修と

もあわせ行い,さらにセンターとして遺伝相談業務を遂行するに必要な情報を

提供することゝなった。これに呼応してこの研究班の研修に参加したカウンセ

ラー達によって,各地でそれぞれの領野,例えば大学附属病院や総合病院の特殊

外来として,あるいは衛生行政の母子保健の領野に,また保健所など衛生機関を

窓口として業務を開始するなど急速に全国的な普及がはかられつゝある。 


